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1。研究の背景 と目的

（1）研究の 背景としての 被災地の状況

　1999 年 8 月．ll 月 に トル コ 北 西 部 に M7．4 と M7．2
の 地震が 起 き た．こ の 地震で は ， 都市化 ・工業化が 進 む

マ ル マ ラ 海沿岸地域を中心 に，RC フ レーム 中空 レ ン ガ

壁の 中高層集合住宅が 多数大破し，圧死等によ る犠牲者

が ！8．243人 にの ぼっ た 。
　 こ の 2 つ の 地震はトル コ マ ルマ ラ地震とよばれて い る．

被害 の特徴 と して は ， 被 災 し支援 の 対象 とな っ た 建物 の

多く は，耐震構造基準が 守 られ て い な い か，も し くは既

存不 適格 の 集合住宅で あるが，そ の 市街地は，旧 市街地

で もな く，トル コ に特徴的 な不 法 開発 （ゲジ ェ コ ン ド

ゥ 〉地区で もなく，都市計画的に は整儂された新市街地

だ っ た こ とが 挙 げられ る．
　また，トル コ における住宅復興政策の 最大の 特微は，
震 災前持 家 層 へ の恒久復 興住 宅供 給 政 策 で ある．そ れ は，

  盤 災前持 家 層 か つ 大 破被 害 の 建 物 所有者 似 下，災 害

法に よる再建支援を受ける権利を持つ 被災者 とい う意味

で ，　 「有権 者 」 とい う） の み が対 象 にな る こ と，  既 成

市街地か ら雛れた地盤の よい 郊外 の 土地にニ ュ
ー

タウン

を開発 し移転型變興 を行 っ た こ と．  断層近傍等には 建

築禁止区 域が設けられたが，被災地全域 に被害程度 に応

じて 同
一

の 支援が行われ，建築禁止区域 に も特別な支援

は な い こ と，で あ る．一方，  借家層 に 対 して は，日本

の ように賃貸形式 の 公営住宅の 制度が無い こ とから，震

災 變興 過 程 にお い て も借 家 層 に対す る公 的 住 宅の 賃貸は

行われ なか っ た．
　 日本 の 災害復興都市計画 で は、耐震構造基準などの 単

体 規定 を遵守 し，披災市街地で の 現地 復興 をは か るのが

原則で ある ．しか し，トル コ マ ル マ ラ 地 震の 後興で は，
被災市街地は地盤が悪い として，被災都市 の 郊外丘陵部

の 地盤の 良い 土地 に大規模に ニ ュ
ー

タウン 開発が行われ

た．理 由は，　 「移転復興亅 が トル コ 災害法 に 基づ く震災
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前 「財産保 障亅 の 有権者人 数分の 恒久復興住 宅 を．
“
安

全
”
か つ

“
迅速

謄
に 供給す る と い う面 で効果的 で ある と判

断 され た か らで あ る．従っ て，既成市街地は地盤調 査 が

行われ，新築再建時に は2 − 3階建の 階数制限が実施さ

れ た．しかし．大多数の集合住宅 の 区分所有関係は従前

の まま放置されたの で ，権利調整が 進 まず、復興再建 は

遅れ て い る．大破 （大破又 は重大被害） ・撤去建築物 の

既成市街地 に おける 再建事例は，震災 5年後の 2004年
に なっ てや っ と見られ る よ うに な っ たとい う状況で ある．

（2）　研 究 の E 的

　本稿 は，マ ル マ ラ地震で甚大な被害を受けた コ ジ ャ エ

リ県を 対 象 とし ， 被災者へ の ヒ ア リ ン グを通 して ，被 災

者からみ た住宅再建 ・復興プロ セ ス を把握す る とともに，

前記  〜  の特徹 を もつ トル コ の 住宅復興対策 の 課題 を

考察する こ とを 目的と する．

　そ の た め に，トル コ の 住宅 復興 政 策の典型例 で ある恒

久住宅供給政策に 対して  被災直後 に 被災者はどの よう

に住宅 後興 を考え た か ，   公的施策の 実施 によっ て どの

よ う な意識変化を もた らしたか．  有権者で あ る持 家層

と対 鋏 外 の借家層 で は どのよ うな 差があらわれ るか， 

実施 に よ っ て新た に 現れた問題 とは何か，  そ の 問 題 を

解決 して い くに は ど うした らよ い か，を被災者 の 意識を

中心 に社会背景や 制度 ・法律な とあわせなが ら整理 し，
さ ら に 日本の 集団移転事業と比 較 して そ の 特徴 を明 らか

に しっ っ 考察する．
　 トル コ の 災害復興は，　 「国家主導に よる 震 災前財産保

障」 が最大の特徽で あ り ， 日本と は異な る この点にどの

ような効果 ・問題が ある の かを明らか に する こ とは 有意

義だ とい え る．

（3） 研 究の 方法

　まず，トルコ の 住宅後興政策 の 概要につ い て 述べ た あ

と （2章） ， lz口it　City　Assemblyか ら出版 され た 「コ

ジ ャ エ リ地震後 の 人 ロ
・経済 ・社会状況」

1） に紀載 さ

れて い る，被災直後の 1999年 9−10月の 調査 「コ ジ ャエ

リ県 の 被災者の 精神SS　・社会的 プロ フ ィ
ー

ル 」 の 中か ら，
被災者 の災害対 応 行動 と意 識傾向 にっ い て，後 に住宅復

興政策評価 に関連 して くるで あろ う要素を抽出し，把握

す る （3章）。次 に，恒久復興住宅供給を は じめ とする

住宅復 興 が ひ と段 落 した後の 2003年 8 月 に ，被害が 甚

大だ っ た コ ジャ エ リ県ギ ョ ル ジュ ク郡内の デル メ ンデレ

自治体 に お い て 実施 した ， 50 人 の 被災者の ヒ ア リ ン グ

記録を定還化 し，回答者 の 属性 ご とに 集計 して ，恒久住
宅 供給 政 策 に対 す る評価や 建物 の安全性等に 対す る 被災

者 の 意識 の 傾向 を分析す る （4 章》．そ の 後 ， 2003年
調査 と ， 2002年 の 同様な調査 の 中か ら， 恒久復興住宅

籔一1　 考察の 対凍とした圍査の概要

居住者 （所 有者 ・賃借者） 計 13 サ ンプル につ い て 分析

し，ニ ュ
ータ ウン 開発 ・居住後に 新 た に発 生 した 線題 に

っ い て 考察す る （5 章） ．最 後 に，分析結果をもとに 考

察 し ， 日本の移転復興事例との 比較を行う （6 章）．

2． トル コ マルマ ラ地震での住宅の被災状況 と住

宅復興政策の概要

（1）　 トル コ マ ル マ ラ 地 震の 住宅被害状況

　地 震の被害状況 を 表
一2 に 示す．住宅の 大破は約 9，7

万 戸 ， 中破が SS　10．7 万戸，小破 が 約 12．4万戸 で あ る．

表
一2　 トル コ マ ル マ ラ地震 の 被災状況 （単位 ：戸 ）

2ao3年 8 月，公共 亊業住宅省よ り入 手の 資料に基づ き作成

（2）艘災か ら恒久復興住宅供給まで の 流れ

　1999 年 8 月の コ ジ ャ エ リ地 震か ら 1ヵ 月後に，仮設

住宅を設置 しその 後恒久住宅を建設する とい う方針が決

定 さ れ
2｝，2 ヵ 月後．住宅後興の 原案とな る

’9Marmara

Eartbquake　Reconstructien　PτojeotO 麗 R プロ ジ ェ ク

ト》
“

が 作成 され た ．こ の な か で ， 大 破 ・中破 と各地 域

の 持家率か ら憶久復興住宅の 建設必要 戸数が推計された

が，11 月 に デュ ズ ジ ェ
・ボル 地震後が発生し，再計算

さ れた 3）．3 ヵ 月 後，震災前持家層 を対象 に，住宅再建

支援申請受付が行われた 61．恒久復興住宅分譲 。融資の
』

他 に，再建補助や 自宅 購入融資 を選択す る こ と もで きた

が，大半は恒久復興住宅分譲 ・融資を選択 した （表
一

3 》．約 1 年半 後 か ら，完 成 した 団 地 毎 に 順 次，分 譲

（鍵の 引渡し》が行われた．移転先は，被災地区毎 に数

団地が割 り当て られ，団地内の ど こに なるか まで抽選 で

決定 され，一定期間を置き，姻人間における交換が許可

された．また，こ の 間，住宅 を賃借 した 世帯 に対 して 1

年半の 家賃補助 が支 給 され た．

　　　　　　 fi− 　3　被災世帯へ の 支援

対 笹 癬 支 　内

六　破 全て取 り賎 し ・
旗表→ 下記から1 つ 磁撰 ；

2年 瞬搨え 鯲 卿 年払 い／癬 利子

●恒久霞屍住黝 屋
・
融艮⊂分田価格 ； 塾40

卿m 偉孔 ，300偉TL，

霞災鶴 ●住宅再通 馳責 ｛15咄 孔 ，

待ち露 層 ●住　　入　慨 〔150U Ω

中　砲 補機 琵、申鵬手続琶

●衞修融闘 ｛20健匸L｝
2年聞娼え置 き 2岬 払い ／無 利

小　破 肋 ⊂6 孔 》

ち家・惜冢 度面わず ■ 賃　助　，億τレ月　18ヶ月

童ca　TL＝ 約 L92 万 円 （tg99年 鹽2月時点）

　2脳 年 9 月 に 最後 の 団地の 引渡 しが予 定され （工事

業者の 変更 に よる遅 れ ｝，住宅 の実際の分譲価格も，全

て の団 地 の土地 の収用費や工事費等を計算して割 り出し，
2eo4 年夏に 街 区 ごと に 決定され，作業が進め られつ つ
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あ る．県毎に価 格決定す る こ とにな り．地 価 を反 映 して，
イ ス タ ン ブール で は 約 言00億 トル コ ・リ ラ，そ の 他の 県

で は．約 140〜且TO 億 トル コ
・リ ラ （1億 トル コ

・リラ

≡0．758万 円 ：2004年 8 月現在） で あ る “｝，今後，住民

へ の 通 知 と登 記が予 定 さ れ て，地震保険に 加入 する こ と

にな る C「｝．

｛3）恒久後興住宅供給の 規模

a ｝　 被災地 全体
　公共事業住 宅省は．被災 7都市の 各近 郊 に合計 14地

区 54， 124戸 の恒久 復興 住 宅を開発新 設すう住宅復興計

画 を策定した．住宅 戸 数で 79％ を占める の が 「政府直

轄事業亅 で あり，Zl％が世界銀行の 支援 による 公共事業

住宅 省の MEEftプロ ジ ェ ク トであ る．計 画 は 近 隣住 区 の

考え方にそ い ，写 真一1の よ うな 43，053戸の ニ ュ
ー

タ

ウン開発が行われた．

・一

：≒ 煮 曁囓
…

［≡至≡≡≡≡藝≡≡ヨ 甌

　 “　　　　　　｛　　　　　　4暁　　　　　胤　　　　　■A 　　　　　■n

，゚勵剛贐臨
　　　　　　　　・制　　　　　　　　職・°’3
−　　　・、　　　　撫　　　　轍　　　　Wt 　　　　幽　　　　，旛
一

‘　α   智 　 　　 　 　　 　昌”

fvpm

盤

写真
一1

恒久艘興住宅団地 （郊

外ニ ュ
ータ ウ ン開発 ）

b》　 コ ジャ エ リ県内

　16 団地，計 17，778 戸 が 建 設 さ れ た．各 団 地 の 出資

元
・戸 数 と分布を峩一4 と図一1 に 示す．安全な 恒久 復

興 住宅を安 く提供す る と い う 目的 か ら，市街 地 郊外に 地

盤 と土 地 の 収用 価格を考慮して 用地が選定 された．

3 ．被災者の 意識傾向と災害対応行動の実態

偽 　　　　2偽 　　　4 偽 　　　IOL 　　　瓢　　　1獻

図
一2　回答者の 墓本属性

ts）

t ・s
曜

鸚

（1）　住居タイプ別被害状況 と居住者属性
　所 得別 住居 タイ ブ と住居タイ プ 別被害状況を圍

一3 ，
図一4 に示 す．所得が多い 世 帯ほ ど集合住宅に住む傾向

が 強い こ とがわか る．旧農村部 と新市街地部の 所得格差

がある として も，都市型 の 集合住宅は，転入層を中心 に

好 ま しい 居住形態 として 選択されて い る こ とが わか る．
　
一

方，住居 タイ プ別 被 害 状 況 を見 る と，大 破 に 関 して

い え ば，

一
戸建て は階数 に関係な く 8 ％程度で あるが ，

集合住 宅 に関 して は大 破 で一戸 建 て の約 3倍 の 23，6％，
中破を あわせ て も

一
戸建て の 約 1，5 倍 になり， ア ンケー

ト母集 団が戸外避難者が多い た め ， 単純比較はで き な い

が，高所得者の 多 い アパー
ト （中高眉集合 住宅） で の披

害が大き か っ た こ とが わか る．
　 　 　 　 輪 　　 1輪 　　晒 　　cos 　　4ML 　 5』 　　網 隔 　　7曜隔 　　8◎』 　　働 　　IDth

　 　 愈体

1  湊

10凹 50偬 丁L258

響St億τL

瓢 鵬 上

　 翻囲簪

　  庶 Ci重y   bly軌ア ン カ ラ大学 研 究 班 が 調査 したア

ンケ
ー

ト結果   を も とに，被災者 の意識と災害対応行動

の 関係 を分析す る （文献 1参照）．

　なお，ア ン ケート回 答者は，被災時の コ ジ ャ エ リ県内

居住者で ， 住宅所有串は 58．3％ と ， 憶久復興住宅必 要

戸 数算定 に 使わ れ た 持 家 率 （被災地 平 均約 57％ ） に 近

い。標本に あ る程度 の妥当性はある が ， 偏 りが あ る こ と

も否 めない 為，基本属性 を図一2 に示 して お く．
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　図
一3　所得別住居タ イ ブOt
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図
一4　住居タ イ プ別 被害状 況 “，

籔
一4　 コ ジ ャ エ リ県内恒久復興

　　住宅建殴数 （単位 ：戸 》

図一1 恒久畿興住宅団地位置図
”
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（2）長期戸外避難 の実態と被災 者 の 意 職

　被 災 直 後 に お け る 「滞在先j と，　「なぜ家に戻 らな い

の かJ の 回答 （図
一5 ）を分析す る．大破で は，自己 テ

ン ト ・バ ラ ッ ク 32．4％．テ ン ト村 53．2％，自宅 8．5％で，

中破で は，同 48，2％，33．0％，1．6％ と，共 に 直後 に はテ

ン ト村の利用が多い．しか し，小破 （同 48．8％．24．6％，

21．6X）〜無被害 （同 45．9％，13．1％，36．8％） で も．自

己テ ン ト。バ ラ ッ クで の 滞在 が 多い ．図一5 に よる と．

自宅 に戻 らな い 理 由は，被害程度 にかかわらず 「恐怖・

不安亅 の ためが圧倒的に多く．　「政府が出して い る 無被

害報告が信用で き な い 」 も申破 ・小破で 存在す る こ とが

わ か る、これ は，中破 ・小破 ・無被害と判定されて 取り

壊 し を避けられた と して も ， 次の 余震 に 耐え られ な い と

で は ない か と い う建物 に対する不信感 の現わ れで ある と

い え，余震対策 と して被災 し た家 の 近 く に テ ン トを は っ

て ，そ こで 生活 して い た こ とを 示 して い る．後述する筆

者 らの ヒア リン グ調査 で も， 最 終的に 中礁 小 破の 家に

戻 る に して も，直 後か ら長期間に わ た っ て テ ン ト生活を

した 人 が多か っ な．
m 　 as 　 Pt 　 va 　，麟

図
一5 　自宅外生活 を続ける理 由

c5｝

（3） 震災 直 鍛期 における被災看 の 再建方針

　次 に再建方針 を と して は ， 震 災直後 （1ヶ 月後）の 時

点で は，回答者の属性に かかわ らず，　 「現地再建」 を望

ん で い た （全体平均では約 80％強） こ とは興 味深 い ．

　ただ し，こ の 矚査を行っ た段階で は． 恒久復興住宅 を

は じめ，被害 程 度 別支援内容は作成
・
公表 さ れて い なか

っ たの で ある．

C4｝　震災直後期 の被災者 の避難行動と安全窟識

　以上 か ら．  トル コ マ ル マ ラ地震で 甚大な 被害を 受け

た の は，トルコ にお い ては一般的な都市の生活様式で あ

る 中高層集合住宅 で あ る こ と と，  余震の 恐 怖や 建 物 の

安 全性へ の 不 信感 か ら，被 害が 比較的小 さい 建物 の 居住

者で あっ て も ， 多 く の入 々 が震災直後は現地再建 を蟹み

な が ら・， 自己テ ン ト・バ ラ ッ クで 生活 して い た こ と，が

わかる．

4 ．住宅裡興政策実施後の被災者の建物安全性 に

関する意識変化と政策霹価

（1）　 調査 の概要

　 コ ジ ャ エ リ 県 の恒久復興 住 宅供給が ほ ぼ終了した

2eo3年 8 月に，被害が甚大だ っ たギ ョ ル ジ ュ ク郡内の

デル メ ン デ レ 自治 体 にお い て，被災者 の 住宅復興政策評

価 ・建物 の安全性に対す るイメージ ・
復興過 程 におけ る

居住地選択 に関す る鯛査 を， 筆者 らの 研究グル
ープで 実

旛した．概袈は以下の 通 りで あ る．

（2） デル メ ンデレ 自治体の 特徴

　デルメ ンデレはマ ル マ ラ湾に面 した町で あ り，コ ジャ

エ リ県ギ ョ ル ジ ュ ク郡 の 中心に 位置 す る．居住者属性と

して は，比 較的裕福で 芸術等 の 文化へ の 関心が高く，高

齢化が進み，定住志向が高い傾向が ヒア リングの績果か

ら も うかがえる ．自治体 は 7地区か ら成 り．今回 の 調査

対象は海沿い の 2 地区，中心市街地 （以下中央地区 とい

う ） とユ ズパ シ ラル 地区で ある．

（3｝ デル メ ンデ レ 自治体の 被災状況 と復興の 経緯

　デル メ ン デ レ 自治 体で は，約
一万戸 あっ た住宅の うち，

震災 に よる 被害を 受けな か っ たの は三分の一
程度で ある．

また，海岸線 に沿っ て 地表に 断層が現れ。現在断 層 両 側

10m は建築禁止区 域に なっ て い る．

　3．050 戸が大破及び修繕困 難 と して撤去 された．取 り

壌 さ れ た建物 の うち，震災前の 持家層 （復興支援有権

者 》 で，少数 の 自宅唇建 補助 と 自宅購入 補助希望者 を除

く 約 1，300 名に 対 して，恒久復興住宅供給が行わ れた

  ．また，震災時存在し た住宅 の三 分の 一程度が 修繪を

計画 ・実施 して い る．
　しか し，被災者は，どの 恒久復興住宅団 地を希蚤する

かと い う選択 はで き ず，移転先 は抽選に より決定 され，

比較的近郊 のデル メ ンデ レ恒久住宅団地 444 戸 と ， 約

13km離れ た行政単位の 異なる ユ ワ ジ ュ ク 自治 体の ユ ワ

ジ ュ ク恒久住宅団地 1，780 戸（内 34戸が未引渡｝の 2 団

地が，デル メンデレの有権者に指定された （図
一6）．

図
一6　デル メ ン デレ市街地と移転先恒久復興団地

　　　　位置図 （図一1 の一部分を拡大）

（4）　ヒア リング対象者の 概要とそ の 分柝
ω ・Q

　ヒ ア リン グ対象者 の 住宅所有区 分と被災程度の 関係，

再建 にお け る 空間移動の 有無に つ い て 図
一7，図一8 に

示す．クロ ス を省略するが ， 被災の 軽徹な人が現地 で の

再建 を，大 被害 者が 移転 して 住 宅 を再 建 して い る ．

　分析 した 項目は ，   被災者 に とっ て の 「安全 な 家の イ

メージ」 ，  「住 んで み た い 理 想の定住地 亅．  r住宅

復興政策 の評価 」 ，   「現住居の 評価」 ．  「再建時の

理由」 で ある．データ数が 少な く，対象 者 に よっ て 回 答

の 量も異なる が，被災者の 再建行動の 動機付けや 住宅復

興政 策評 価の 傾向は うか が え るで あ ろ う．
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　　 図
一7　対象者の 被窘状況
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図
一8　対象者の 再建におけ る空間移動の有無

a ）　 r安全 な住宅 の イ メージ」　 （ヒアリング か ら）

　住宅所有別 に 安全性へ の 意識の 違 い をみ る ． 「安全な

家 と は どの よ うな もの か」 と い う質問の 回答に 関す る分

析結 果 を図
一9 に示 す．全 体 と し て は．  地盤 の 良 い と

こ ろ に  低層や
一
戸建て を，  手抜 きな どせ ずに法定通

りに建設 工 事が行わ れ る こ と ，
が安全な家を建て る 条件

で ある と して い る ．トル コ の 耐震規定 は，1975 年 と

1998 年 に改定 され ， 現在 の 基準は 日本 の耐震基準と同

レベ ル で あ る．しか し，施工 管理や法律の 遵守が徹底し

なかっ たこ とが披害の 原因で ある と被災者は考え て お り，

耐震基準の改定年 とは 関係 な く ，　 （自分で建設会社 を選

ぶ こ とも含め》，しっ か りした 構造設計と施 工 が 建物の

安全性を高め る と考 えて い る．

　持家層 と比較 して 借家層が 「地 盤 の 良さ 」　「材料の

質亅 を重 視する割合が高くな っ て い る 理 由として，借家

層 は修 復 した中高層住宅 に 転居する 割合が高 く，家 を借

りる とき に上 紀の 2点と家賃を判断基準に して転居先を

決定 して い るた め だと 考え られる ．

b）　 被災者にとっ て の 「理想の定住地」

　　「理想の 定住地の イ メージ J の 分析結果を 図
一10 に

示 す．全体 と して ，環境の 良い デル メ ンデ レ自治体内で

の 転居 か震 災前と同 じ場所 に再建す る こ とを理想 と して

い る ．そ れ に加 え て ，地震後被災経験をもとに，地盤の

良 い 場所で，法を遵守して 建てられ た 低眉ま た は戸 建 に

安心 して 住 む こと を理想とし て い る と推測で き る ．だ が，
経 済的な問題も あ り，実現 して い る世帯は少な く ， 実際

に は持 家 層 大 破 世帯 は恒久復興住宅，持家眉中 ・小 破世

帯は現地再建，借家層は 修復済の集 合住宅に転居 して い

る．　 　　　　 　　　 　　 enrag

■ 踟ω 断

毯遷び

　 　 　

− 一

図
一9　持家／借家層別及び恒久住宅居住者

窟 見数比率による 「安全な 家』 の イメージ
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図一IC　持家／借家層別及び恒久住宅居住者

繧見数比率による 「理想の 定住池」 のイ メージ

覊籤鷺
　っ ま り，被害が 集中 した 「集合住宅亅 から 「一戸建

て 1 へ ， 「海辺 の 軟弱な地盤の 市街地亅 か ら 「丘 の 方 の

地盤の 良い 立 地 条 件j へ の，被災者の 意識の 変化は，被

災直後に被害が小さくて も自宅外避難を続けた理 由と共

に，　 「RC 造集合住宅 」 へ の 恐怖感 ・不 信 感 を反 映 して

い る．他方，被災直後も，5年後におい て も，居住場所

と して ，海が 見えて 環壇の 良 い デル メ ンデ レの 「現 地 願

望 亅 は 不 変で あ り，折 り合い をど うつ けるか が被災者の

将来的なテ
ー

マ で ある．
　 ヒ ア リ ング調査をした結果と して，デ ル メ ンデ レ地 区

は，他 の 地域に比べ て リタイヤ世 代が多 く 高齢化 して い

る な ど多 少 特 徴 的 で あ る こ とがわ か っ て き た．そ の こ と

が，余生を送る 場として 選択 したデル メ ンデレ を理 想の

定 住 地 と して と らえ，離れ た く な い と の 思 い を強 く して

い る もの と推測 される．

の　住宅復興住宅政策の評 価

　持 家 ・借家 の意識の 違い で特徽的な の は ， 優 遇され て

い る 持家層で 不満が 多く，根本的な支援の な い 借家層 で

制度全体を評価する 傾向が あ る ことで あ る．また，借家

層で は r持 家 層 と借家層支援の 不平等 j を 挙げる人 がい

る
一

方， 「自分達は 家を所有 して いな い の だから復興支

援が な い の は 当然 」 とする ，トル コ の 被 災 者支 援 の 考 え

方 に理解 を示す 人 も い るの で あ る． （図一11， 表
一5 ｝．

瓣ち家層全堰

椅ち象 旧全壌 凱外

借家層企壊

惜窟層金墻以外

05101520253035 鱒

■ 良い 墨 どちらでもない 日 悪し、 目 震案

図
一11 住宅復興政策全般に対 す る評 価

　　 （ヒア リン グ に基づ く意見数）
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表
一5　住宅後腿政策に 対する代表的意 見
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図
一13 現住宅の評価 （ヒ ア リン グ に基 づ く

　　　　　 窟見総数 の比率）

表
一7 現住宅の艀価 に対する代表的慧 見

● 良L、口どちらでもない ロ 轟い ロ 撮案

　　　　図
一12 慎久住宅供給に対する評価

　　　　　｛ヒア リングに基づ く意見数）
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一

方，恒久復興住宅供給 に つ い て の 評 価 で は，大筋で

は 「供給が早か っ た 亅 こと等 を良い とする一
方で ， 恒久

後興住宅に居住して い る 世帯の 多 い 大破持家層で，問題

を多 く指摘して い る （園一IZ， 衷一6）．っ ま り ，
「施

工 が 悪 い （持家 ・借家共）」 ，　 「立地が悪い 」，　 「抽選

に よ り，デ ル メ ンデ レ住民が 2 っ に分か れ て し ま っ た

（持家勵 亅 ，　 「借家層へ の 恒久住宅購入 ・長 期 ロ ーン

（借家層）制度の 必 要性亅 等で あ る．

　 「住宅復興政策全般 に対す る評価亅 と 「恒久復興 住宅

供給 に つ い て の 評価j を総合す る と，大破持家が恒久復

興住宅の 「住宅の質
・立地条件 」　「社会 ・隣人 関係1 を

あげ る の に 対し，大破以外の 持家層は ，　 「制度面運 用

面」 や 「大破層 との支援の格差 」　 「現在居住 して い る建

物 の 安全性へ の 不 安」 を挙げる 人 が多い．
d）　現 住 居 の評 価

　持家 ・借家層別に 「現住宅へ の 評価」 を，プ ラス の 評

価 とマ イ ナ ス の 評 価 に分 け，さ ら に内容別 に集計 して 分

析 したもの が図一13 で ある．　 「空 間移動無 し」 と した

自宅 を補 修 し現 地 再 建 した被災者 は，デル メ ン デ レ に 住

み 続けい て い る わ けで，建物 ・隣人関係 ・文化
・環 境な

どを 評 価す る一方，建物 の安 全 性 に は疑 問を持ち ， 次 の

地 震 に対 して不安で ， 熟睡出来な い など深刻な意見が多

い ．

　
一
方，移転再建 した 被災者は，耐震性以外の 建 物に 関

する不満／経済的問題をあげる 人が多いが C表一7》，
こ れは ， 恒久住宅居住者 の 住宅の 質に 対する 不満と，借

家層で 再転居 した い が経済的に 余裕が無い とい う 2点 に

大別で き る．
　 3 章の 震災 1 ヶ 月後 の 調査結果で は，現地再建希望が

大多数であっ たが ， 持家層の大破 とそれ 以外で ， 支援内

容 に大き な差が で き た ことで ， 政策実施後に現地再建で

ある 中破 ・小破に も不満が現れたの だと推測で きる，
e） 住宅 の 修理 ・

再建 や確保に あた っ て の 理由や 背景

　再 建 に 要 した期間に 関して は，持家層が被害に 応 じて

短〜長期間 と様々 な の に対 して ， 借家層は ， そ の 経済状

況 を反映 して い る と推測さ れ る が，地盤後短期間で 転居

して 住宅を確保 した か 非常に長 期間 を要 したか，二 分化

され る （図一14）．恒久復興住宅 居住者 に関 して は，18
〜24 ヶ 月が ピーク で ， 団 地の 完成時期に あわせ て転居

して 再 建 して い る．なお，0〜2 ヶ 月 の 2 事例は，い ず

れも所有者か ら恒久復興住宅 を賃借して い る世帯で ある，
　再 建 に踏み 切る 主要な理 由で 特徴的なの は，持家層は

「デル メ ン デ レへ の 回 帰願望 亅 が最多で ， 「ライ フサ イ

クル 亅 に よ る もの，　 「避難生活 の疲れ 」 と続 くが，借家

層で は， 「ラ イ フ サ イクル 」 に よ る 転居に よ っ て 住宅 を

確保した 例が多い （図 一15）．
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図一15 被災者が仮住まい から本設住宅 に転居 した 背景

　　や 理 由 （ヒア リング に基 づ く意見 総数の 比率）

5 ．恒久住宅居住者によ る住環境評価とニ ュ
ータ

ウ ン開発の 課題

　 トル コ における最も特徴的な住宅復興 政 策で あ る，ニ

ュ
ータ ウ ン開発 ・恒 久住 宅 につ い て．そ の 居住者へ の ヒ

ア リングを通して 居住後 に新た に発 生 した 課題 につ い て

調査 ・分析 を行 っ た．

｛1）　 躙査 の 擬要

　2003年8局 に デ ル メン デ レ 自治体内 にお い て筆者らの

研究グル
ー

プで 実施 した被災者 ヒア リングの 内，恒久復

興 住 宅 に居 住 して い る （所有 ・賃借） 9世帯と，2002年9

月 の 同様の 鯛査4世帯，計 里3世帯の ヒア リン グ結果 につ

い て分析を行う．そ の 際  移転 した団地別の 評価 ，  恒

久復興住宅の所有者で 居住 して い る世帯 と，他よ り賃借

して い る 世帯 に着目して評価 の 差 を考察する こ と と した．

（3｝ 被 災 者の 恒久 復 興住宅 へ の転 居 プロ セ ス

　 ヒ ア リングを行 っ た 13 世帯 の デ
ー

タか らみた ， 恒久

住宅 へ の 転居 プ ロセ ス は以下 の よ う に ま とめ られ る．

  恒久復興住宅所有者 （9世帯）は、被災地屋外又 は

車中 （3世帯》 → 県外親族宅等 （5 世帯） → 被災 地近 郊

テ ン ト又 は自己バ ラ ッ ク （4世帯》 → 従前居住地近 くの

仮設住宅又は 賃貸住宅 （4 世帯）H 恒久住宅 とい う復興

過程 を た どる ケース を多 く見 出す こ とが 出来る．

  恆久復興住宅賃借者 （5 世帯） は 地震前借家層 で ，

親 類 が 有 権者 で あ る例 （使用 貸借） と，耐震性lS｝や 家賃
“ o｝を重視 して ， 1日市街で はな く恒久後興住宅 を賃 借 し

た 例 に 大別 され る．被 災者 の 住居 変 遷は，披災地屋 外又

は 車中 （3世帯，→ 県外親族宅等 （3 世帯｝ → 彼災 地近

郊テ ン ト ・仮設住宅 （4 世帯》ま で は 共通 して い る が，
そ の 後は 個別 に 異な り，恒久復興住宅も賃貸住宅 の 選択

肢の一
つ と して と らえ られ て いる と推測 される．

調査時期

調 査方 法

調査対象

2002，9月 ， 2003．8月

ヒア リング （1対象 につ き 平均 2時間）

地震時デル メ ンデ レ自治体内居住 ， かつ

調 査時期恒久住宅 所 有又 は賃 僑 13世帯

  　躙査対象と した 復興住宅 団地 の 概要

　第 4章 3節で も述べ たように，震災時 にデル メ ンデ レ

市街地 に住居を所有 して い た住民 の 移転先は，比 較的近

郊の デル メ ンデ レ恒久復興住宅団地 （444戸，全て 元デ

ル メ ン デ レ住民） とデル メ ンデ レ 中心市街地 か ら 15km
離 れ，行 き来 に はパ ス を乗 り継ぐ必 要 の あるユ ワ ジュ ク

恒久復興住宅団地 （1，780戸，元デル メ ンデレ住 民 ＋ 元

ユ ワ ジ ュ ク 自治体住民 等 ） で あ る．共 に 「政府直轄事

業 」 で 建設 され，恒久復興事務所 （写翼
一4 ） を併設 し

て い る ．

・・ ．函耀
　 ．i，tt．争に

豫
Pt 　　　　一

　 　 侭

ret

膨観
噛

　　　　写真 一3　恒久観興住宅 （左）

写真
一4　恒 久復 興事 務 所 （右） ：デル メ ン デ レ

　（4） 両団地居住者の 住環境評価 （ヒア リングよ り）

　　恒久住宅居住者 13 世帯 に 対 して ．2eo3 年 8 月 （恒久

住宅 団地 完成か ら約 2 年 後）  生活 再 建，  行政に よる

　住環境整備，  移転に よ る 従 前居 住 地 へ の 想 い ，通勤 問

　題 ，  移転前と移 転後の 隣人 関係 につ い て 自由に 述べ て

　もらい ，主に遠距離移転 となっ たユ ワ ジュ ク住民 に 着 目

　して，デル メ ンデ レ団地住民の 結果 と比較 した．

　 a ）　生活再建に関する評価

　　既 成 市街 地 か ら遠 く学 校 が 完成 し て い な か っ たユ ワ ジ

　ュ ク団地では，リタイ ア した高齢者は 転居 して も， 子 ど

　も の い る 世帯は，自分 で 住 まずに 賃 貸 にだすケースが目

　立 っ た ．また，被災地全般 の話として 高い 失業率が問題

　とな っ て い る．

　b）　行政に よる住環境整備に関する評価

　　住宅完成か ら2年後 （2003年 8 月） の ニ ュ
ータウン

　につ い て，小学校や 商業施設，天 然ガス暖房未整備等，
　住環境整備の 遅れ に関す る 指摘が あ り，特にユ ワ ジュ ク

　 は周 辺 も含 め て，も と も と農地 で あ り商業 ・社会施設 が

　整備 され て い ない と こ ろ に 開発 した 団地 の 居住者か ら早

　期 の 整 備 を 望む 声が 多 く 聞 か れた．

　　例 えば ， 小中学 校 は まだ完成 して い な い ために，従前

　地 の 親族宅等に就学期 の 子 を預ける な どで 対 応 して い た．

　 c ｝移転によ る従 前居住地へ の 回帰願望 ， 通勤問題

　　交通問題や 従舸居住地 へ の 回帰願望 に関して も，格差

　が大きい 。デル メ ンデ レとユ ワジュ クの 恒久住宅 は抽選

　後，個人 間にお い て 交換す る こ とが で きる し， また 第三

　者 に賃 貸する こ とも 出来る の で ある が，被災地 に 近 い デ

　ル メ ンデレの住宅 の 人 気が 高く ，
ユ ワジ ュ ク居住者の 中

　 に は ，希望が あ っ た に もか か わ らず交換が 成 立しなか っ

　 た ケース も多 くみ られ る．
　　 ま た，車を所有 して い な い 世帯 の 場 合 は，トル コ にお

い て は交通費は自費の 為，従前地 に勤務 ・通学先がある

場合，負担 が増 して い る とい う指摘が あっ た．

　　 近隣関係の変化
　 新団 地での 近隣関係で あるが，入 居から約 2 年経過し

た時点 に お い て も，近隣と の 良好な 関俸が未 だ築 けて い

な い ，ある い は旧居住地と比較 して 様 々 な経済的 階層 が

混 合 して い る為，親 し くなれ な い と い う指摘が あっ た．

（5）　 ユ ワジ ュ ク復興住宅団地 の課題
　以 上 の 2003 年 8 月 の ヒ ア リン グ結果 と，そ の 1 年後

（団地完成か ら 3年後） の 2004年 8 月 に現地視察等の
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補足調 査 の 結果をも とに，遠距離移転で ある ユ ワ ジ ュ ク

団地 の課 題を考察する．
a ） 生活再建に 関する課 題

　空き地や賃貸が多 いの は ， 緑が多く環 境はよ い が利便

性の 面で や や 劣 るた め．年金生活者は移転して きて も，

子 ども の い る 世帯は，通学 ・通動 を考 え て既成市街地 に

居 住 しっ づ け る 人 が多か っ た こと も
一

因 で ある と推測で

き る．しか し，20e3年秋から小 中学校 が 開設され て，

徐々 に改善されて きて い る．
b ） 行政による住環境整備 に闘する縲題

　商業施設に 関しては 2003年か ら 2004年の 1年問 に、

事務所 と して の立地 条 件の 悪さか ら これ まで ほ と んど使

用 され て い なか っ た恒久復興事務所 の一部 に，EI用品店

が複数開店 した こ と によ り．普段はそ れ を利用し，まと

め 買 い に は 車で大型の ス
ー

バ
ー

マ
ーケ ッ トを利用 す る と

い う人が増 え，利便性は 改善され て きて い る．なお ，土

曜 日に は大規模な野外マ
ー

ケ ッ ト （バザール ｝が行われ

る．今後は，ス ポー
ツ 施設

・
イス ラム 教寺院 ・コ ミュ ニ

ティ 施設 な どの 帑 要が高まっ て くる と考 え られる．
c ｝　移転による従前居住地 へ の 回帰願望，通勤問題

　 ユ ワジ ュ ク団地 の 住民は，理 想 とし て は元の とこ ろに

戻りた い もの の ， 場所 よ りも安全性と緑豊かな立地 を重

視 し，住ん で み れ ば概ね現在の 環境を鮃価 し，順 応 しよ

うとす る傾向がみ られ た．特に，従前居住地へ の 回帰願

望につ い て は，団地 完成か ら 3年を経た 20D4年 の 補 足

調査 にお い て ，今 も温 存さ れて い る 従前居住地の 権利に

関して，多 くの 人が 「権利を 買 い取 りた い とい う人が い

た ら売却 した い 」 と考えて い る．こ れ は ， 新築現地再建

を計画 しよ うとす る と 2 〜3階の 建築制限が あるた め に．

震災後別々 の 場所 に 居住 して い る集合 住 宅 の権 利 者の 合

意を得る こ とは非常に難し い こ ともあるが，恒久復興住

宅の 住環境 が 整い つ つ ある こ とや，団地 に順 応 しよ う と

す る住民 の 意識 も影響して い る と考 え られ る．

d ）　近隣関係の 変化

　 賃 借者 （も と も と付近 に 居住 して い た 人や 勤務先が近

い 人，付近 の 大学 の 学生がシ ェ アする等）が多い こ とや，
芸術 を好み 自由な雰囲気の デ ル メ ン デ レか ら移 転 し た恒

久 住宅 居 住 者 と，宗教色が比較的強 く保守的 な地 元 か ら

団地に移転 して き た住 民 が 同 じ集合住宅 の 中に 住ん で い

る こ とか ら，ユ ワジ ュ ク恒久復興団地 は，トル コ の 都市

と農村の 価値観，居住 形 態 の 相違の 縮図 ともい え．コ ミ

ュ ニ テ ィ づ く りは今後 の 課題で ある．

6．　 トル コ の住宅復興政策とその考察　
〜 ま とめ

として
〜

　分析を行 っ た 3調査の 結果を基 に ， トル コ の 震災復興

政策の 中で ， 住 宅後 興 政策の 特徽 で ある怛久復興住宅供

給 を中心 に被災者の 意識変化 と社会的背景をふまえて 考

察す る （図
一16）．

　具体的 に は，先 にあ げた 4っ の 特色，  震災薊の財産

保障と借家層支援，  郊外移転型 復 興，  被災地全域で

の 被害程度別同一内容支援 につ い て．畳）被災者の 実態に

即 して い る か，2）被災者の 意見か らどの よ うに 評価 しう

るか，また，3）政策が被災者 に どの よ うな意識変化をも

たらして い るか，4）政策 の課題と解決に 向け て の 方 策，

を検 討 す る．

（D　震災前財産保障の 問題 点

　図
一16 の 「政策の 特徴1   の よ う に， 「震災前財産

保障亅 の 考 え 方 は，災害法の 規定 に よる もの だ が．被災

者 に も （住宅の 所有区分 を問 わず） 浸透し，全体 と して

は 「迅速 に有権者 （震災前持家層）大破被害者全員 に 恒

久復 興 住宅を供給 した」 と評伽 して い る．
a ｝　 持家層の不満と災害復興 に対する行政依存傾向

　しか し，持家厨に お い て ，大破 とそ れ以 外の 被害程度

で 支援内容が 大 き く異な る こ とから中破 ・小破判定の持

家層で不公平感が大きく （図
一11， 豪

一5）．修繕後の

建物の 安全性 に 不安 を抱い て い る （園
一13）．また．大

破被害の複数 の不 動産 を持っ て い て も，恒久住宅融資が

1軒 分 の み支援 され る こ とへ の 不満 も大き い こ と を含め．

持家層内部で 不公平感が大きい こ とは，災害復興 に関し

て過度 の 国 家依存が 国 民の 中に根付い て い ることを あ らわ

して い る ．そ の うえ，大破 して も持家は保障 さ れ る とい

う慧識は ， 既存建物 の従前における耐震補強 が進 まな い

こ とに結び つ く 帥．地 震保険制度の 導入など震災後 に制

度改正 され た もの の，自助努力を促す方策の 徹底が望ま

れ る．
b）　 借家周へ のひ ずみ

　逆 に，借家層へ の 支援不足 に関 して は，持家層内部に

おける 披寄程度別の 不公 平感ほ ど顕著でない 幗
一11、

表
一5）．しかし，恒久復興住宅を所有者か ら賃借して

い る 人の
一

部か ら，所有形態別支援へ の不 公平感や，恒

久復興住宅 の購入 を借家層に も広げて ほしい と い う意見

が あ っ た ．トル コ の 不動産 の 賃借は個 人間契 約 か親族等

の 使用貸借が ほ とん どで あ る．震災前持家層へ 支援 をす

る こ とで，賃貸物件の 修繕が 進 み，結 果的 に借家層 に も

利益 が あ る とい う考え方 もある．実際，借家層は ， 余震

の恐 怖が沈静化す る と，自らの ライ フ サイ クル に 合わせ

て （図一15｝，修繕 を行っ た集合住宅に 転居 し （図
一

8） ， 生 活再建を果 た して い る．事実，不動産 と して の

　r財産亅 を失 っ て い な い の で あ る．しか も，自分 で 修繕

を行 い，支援金 を申請 した持家の 中破 ・小破溷 に比べ
，

建物へ の 不安醸 は小 さ い （図
一13）．持 家層 の 中には，

農災前に住 ん で い た 家の 耐震性 に疑問を持ち ， 修繕後賃

貸に 出すケ
ー

ス も多 く 。 そ の よ うな物件 （ヒ ビが入 っ た

被災建物は直 して色をぬ っ て 見栄え を 良 く して い る事例

も多い ） を借象層が 疑 問 を 持たず居住 して い る現象 は，

所有形態別支援が も た らす， 「ひ ずみ 亅 とい える．

　 また ， トル コ で は親族の 結びつ きが強い と い っ て も ，

日本 の 災害復興公営住宅 の よ うな災害弱者 に対する 住宅

再建支援は 少な く，仮畿住宅の 解消が進まな い こ と も問

題で ある，

（2） 移転型復興の 問題 点

　図
一16 の 「政策の 特微j   に まと め られ て い る が，

以 下の 3点につ い て考察する，
a）　根強 い現 地再建願望と居住地選択の変化

　被災直後に おい て も．恒久住宅供給が ひ と段落 した 時

点 にお い て も，被災者 の 属 性を 問わ ず，現 地 再 建又は近

隣地区再建 を望 む声は根強 く ｛図一15｝，理由 と して は．

隣 人 ・社会閨係 と，地域性 （文化水準等） 。環境をあげ

て い る （図一10， 13）．一方で，都市で の好 ま しい 居住

形 態と され て きた集合住宅 が大被 害 を受 けた （図
一3 ，

4 ） ことで，震災後被災者に fRC 造中高層集合住宅へ

の 恐怖感 ・安全 性 に 対 す る不信 感亅 が生まれ （図一5）．

地 震後 の 長 期自宅外避難をまね い た．また．恒久復 興住

宅供給後，被災者全体 に 「建 物の 安全性 に 関 して 重 要視

一204・

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Institute of Social Safety Science

NII-Electronic Library Service

エnstitute 　 of 　 Sooial 　 Safety 　 Soienoe

す る要 素亅 に も変化 が み られ く図
一9），基本的に は，

現地再建ま た は 同じ地区内で安心 して 居住で きる方法を

模 索 して い る か らも わ か る よ うに ，居住選択 に 影 響を与

えはじめて い る （図
一10），

b 》　 郊外ニ ュ
ー
タウ ン開発形武 に よる移転型復興

　恒久復 興住宅団地建設は，  耐震構造基準に従 っ た建

物を  災害法 に規定する 有権者に大量に  市街地復興よ

りも迅 速 に供 給 で きる こ と を 目的 に し て い る ．開発用地

と して は，  多くが将来構想などで 位置づ け られ て い た

郊外開発 を先 取 りす る 形 で ニ ュ
ータ ウ ン をつ く る こ とで．

都市発 展 が 計画 的に進め られた、とい う背景が あ る．

　被災者が安全な住宅の 要素 として 重 視 して い る （図 一

9）．　「低層」 で 「地盤の よい土地亅 に 「耐震性の ある

建物」 で ある 恒久復興住宅 の 安価な分譲 によ り （イ ン フ

レ の 激 し い
“ 1｝

トル コ で ，2年間 据 え 置 き 20 年払 い，無

利子 ）震災前持家層大破被害者は，基本的 には満足 し ，

環境の 変化 に順応 し よ うとする 人 々 が多 い．しか し，団

地 関 発，特 に住宅建設 の 施工 の悪さ，移転復興に よ る生

活再建の遅れや，学校施設などの 社会基盤整備の遅れ，
被災地 まで の 交通 手段 に関する指摘 もある．

　調 査対象地で ある デル メ ン デ レ 自治体で は ， 恒 久復 興

住 宅 の 移 転 先 と して ，同 じ 自治 体内の デル メ ン デ レ 団地

と，約 且3ゆ 離れ行政地区が 異な り ， か っ ， も とも と農

地 だ っ たユ ワ ジ ュ ク 団地 を抽選 に よ り決定 した が，前者

の 近い 団地 の居住者が移転復興の メリッ トを あげる 傾向
が あ るの に対 して ，後者の遠 い 団地 の 居住者は，先に あ

げた移転復興 の 問題点を指摘する 人 が 多い ．さ ら に，抽

選に より移転先の 決定を した為の 不公平感，同じ地 区 の

住民が 複数の 団地 に分か れ た 等運 営 上 の 問 題 も あ る （表
一5，6｝．
c 》　 日本 の 移転後興 との 比較か らみた トル コの 特徴

　 日本で は，帝都復興 の み な らず．阪神 ・淡路大震災の

復興も含めて．現地復興が 基本で ある．しか し少数 で は

あ るが ， 1972 年 の 九 州大雨に よ る 土砂災害を契機 に 制

定された 「防災の ための 集団移転促進箏業 に係 る国 の財

政上 の 特別措置等に 閲する 法律ユ に 基づき建築基準法第

39 条の 災害危険区 域指定を 受 け た 地 域 にお い て，国 土

交通 省管轄 に よる防災集団移転促進事業が行われて いる．

現在 まで 30自治体 32事 例 が あ り，最近 の事 例 として は

H5 奥尻 島の 北海道南西 沖地 震に よ る 津波災害か らの 復

興等がある．
　しか し，両国 の 移転復 興 には 根本的な相違があ る．制

度の 支援対象者 を 中心 に 整理 したも の を図一IT に示す．
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　　　　　 図
一11　移転復興支援対象者

　日本 の 場合，甚大な被害を受 けた 特定の 範 囲を 線引き

し，全世帯 を移転 させ，跡地は買収して 公有化 し公園等

図
一16 恒久復興住宅供給と被災者意識変化 の 関係

　 にす る と と も に ， そ の 半分以上 で 1つ の ま

　とまっ た住宅団地 （
一

戸建て，公営住宅，
　両者混合 の パ タ

ー
ン が ある ｝ を 形成す る こ

　 と が条件で あ る．よ っ て，断 層 の 近 傍，造

　成 不 良 ， が け 近傍や 津波に よ る 再被害 を受

　ける 可能性 の 高 い 地域など，地 理 条件 が 特

　殊 ， か つ 農村部 の集落 で 多額の 防 災 工 事費
　用 を 投入する よ り も移転先 の 土地 ・建設資

　金 。
移転 跡 地 の 買い取 りな ど を含 め て も資

　金的 に 有利で ある か，代替地 が交通 の 便 が

　良い な ど住 民側 に も メ リ ッ トが ある 場合 に

　行われ る．移転跡地を買収す る こ とに よっ

　て，危険地城 の 居 住継 続 を 回避す る こ と が

　出来 ． 近隣関係を壌さず移転復興を行なえ

　 る．住 民 参加 を は じめ，移 転 復 興 に お い て，
　 き め の 細か い 計画をたて られ る が，地域指

　定 を 行 い比較的 小 規模な 移転 に 限 られ る．
　 また，土地へ の 愛着や職住閲係などか ら合

　意形成 は難航す る こ とも多 く，担当行政職

　員の 職務が膨大 にな る とい われ て い る ．
　　 こ の 制度を利 用 した事例は，被害程度と

　 移 転先へ の 距 雌 の 関 係 か ら，二 分 す る こ と

　が 出来る （図一18）．図中 A（防災的 移転 ）：

　 被害が 比較的 小 さく移動距 離 の 長 い 例．過

　 疎地 域 か つ 災害 を繰 り返 し経験 し た 地区で

　被災 を機 に ，安 全 で 利 便性 の よ い 移 転先 を

　選択す る 事 例 ．B（復興的移転）：甚大 な 被 害

を受けた 地区 で 被災地近 く に 移転復興す る 事例．
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宕
漏｝
鰹

置

指定 区壇内被雹串と移転距離 との 圏係

図
一18 防災集団移転促進事業事例の類型化

（3） 被災地全域 での 災害程度別同
一

支援 （建築 禁止区

域設定とは 無 関係⊃の 問 題点

　図一16 の 「政策の 特徴亅   に ま と め られ て い るが．

以下 の 4点 にっ い て考察する．
a ）　 階数制限 と被災市街地 の 現地 再 建

　移転 させ た 恒久復興住 宅 の 戸 数分 だ け，既成市街地で

の需要声数減が見込まれる こ とと ， 再建建物の安全確保

の 為 ，被災 市街地 に は一律的 に階数制限 とい う建築規制

を か けた．被災者が ， 安全な家の 要緊を して ，　 「低層で

ある こ と亅 を重 要視す るの も （図 一9 ），階数制限の 前

提に ある と考えられる．
　しか し，そ の 結果，元住民の 自力 建替 えは，集合住宅

階数制限 の も とで の 区分所有の権利調整の 合意形 成で 難

し い．恒久 復 興 住宅居住者の 中に は，従前居住地の権利

を売却 した い と思 っ て い る人も多く，権利の 精算を行 い

開発業者に 売買する 可能性もある が，階数制限で は，そ

れ も容易で はな い．その 場合 ， 耐震基準に見合 っ た建物

施工 を行 う よ う に管理の 徹底が重要で あ る．また，階数

制限緩和の 要求が顕在化して くる だろう．

　班成市街地 の 再建は今後の 課題で ある が，都市化に よ

る 住宅需要か ら乱 開発がおこ る前に，従前所有者 の 再建

可 能な モ デル ケース を考 え て い く必 要 が ある．

b）　 建築禁止 区域の居住継続奥態

　ま た．断 厨 の 両 側 10m （国指定．新築 ・修繕禁止），

断 層 に沿 っ て 水没 した海岸周辺 （自治体指定．新築禁

止）に 関して も ， 他の 被災地と 同様 に ， 大破か つ 従前 持

家眉の み に恒久復興住宅を供給して い る．よ っ て ， 実際

に は 断 層両 側 10m の 新築 。修 繕禁止 区 域で も修繕が 許

可され 居住が 続い て い る．

C 》　 日本の防災集団移転促進 曝業の 応用

　 トル コ に お い て も，建築禁止区域 とい う限 られた範囲

に関して は，全世帯に恒久住宅を支給 （従前借家 層 に は

賃貸 にする と して も） して ，跡地は収用 して 公有地化 し．

オープンス ペース と して の活用 を考え，危険な状巒 で居

住 して い る状 態 を解消する
一

方で ．被災地全域の 財産保

証 的支援を徐 々 に削除し ， 災害軽減努力に対 して支援す

る 制度や，地震保険の 加入 率の 向上 な ど， 「災害復興を

考え，自ら備 える j 政 策 を徹 底し て い くべ き で あ る．
d ） 重い 財政 負握 と 自力災 害軽 減 の 阻 書

　 また，震災復興 にお い て，トル コ 政府 は ， 断層 近傍などの

建築禁止 区域の 設定に関係 なく， 被災地全 体の 従前持 家 層

に は，被害が 大破 であれば郊外移転復興とい う形で，恒久住

宅を俄給して きた．しかし， 災 害が 大 規模に なるほ ど，国 にと

っ て重 い 債 務 になb，一方で，国民 の 予 防とい う事前投資意

識が薄れるということになる．地震保険や建築 ・施工 検査の 徹

底 等，震災後 に で きた新制度 の 普及 に よっ て 自助努力を促

すことが重簍で ある．
本稿は文部科学省科学研究費補助金・基盤研究 A（D 「地震災害から

の 復旧 ・復興過程に関する 日本 ・トルコ
・台湾の国際比較研究t　（研

究代衷者 ：中林一樹）による研究成果である．
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　 　 　 　シュ α那 1乗り含いバス）代を考慮  ると，市街瑚 こ賃貸匪宅を階りる

　 　 　 　 のと変わらない金額寵なっ てしまう．
注11 ）   靺 〜  剛 ズ インフ励 ら鰤 齷 してしS6 ．
　　　　トルコ ・リラの両替レa トも一劍 躙 いてい る，これ臨 絏災郵二

　 　 　 　は角担増に作用する可能性もあ6

参考文献

　　 D　 latrKmruanmUmxwwsmmve

2）

3｝

4｝

5》

6，

B）

醸鉦絡と瞰 ずる と半額以下である，例えは 今回闘奩を行つ たデルメ

ンデレ自治体のあるコジャエ リ県の項降にあるサカルヤ県の公的庄宅供

糊 刪 魁 姻 00億乳で分醸した＄例がある．
20隅尊 8 月トルコ公共縦 宅省．  年8月地躑 「映駒 取扱い

  駆店ピアリ冫グよ り．
tt6tCltyrm と1よ コジャェリ県イズミッ ト市の 市民ネッ トワーク

蹴 である，国運開発甜団の地域／人栩珊発プDジェ クト凵21の一聚と

して設立された，マルマラ嫐 支援コーテ ィネートの硬囲庭果たし

た

鯛査時期；lggag25−ltlZl調査方法 ：アンケ幽ト用縦を用いた面接調

査 値薩数1 

参u蝋 1）を繭 作成

  年 8月デルメンデレ市長のヒア リングよ O．嚠匝臨殴された薩玖住

棚 3し　ト，レコ建經法による闘maetta くWW よはれるtt彑

区も含まれる，災書法第 15粂でぽ 自治体の境界外 へ 衂 魍膨 転に関

しては内  である觚 瞰 として中央政府主導で進めら

れた為 自治m 　　　輿現した

トルコ における，外国人によるヒアリングやアンbl トの実細 3」 手接

き面などを含めて非常に難しく，ランダムrサンプリングは不司能懸ある

設澗 に対しては 自由回 答で ，鍛 られた 50サンプル の ピア VJン

グア ン ケート記録の 各設岡項 目の 回答をキ
ー

ワ
ードを含むセ

ンテ ン ス に分 け，内容別に分頽 した後，数えて 定量化し。回

答者の 属性 ごと集計して ，戳災者の 意瓊 の 傾向を分析した，
園
一9，to，1S，15 内の 百分車は，属徃毎の セ ンテンス 繕散に対

する各聾素セン テ ンス 数の 割 合で ある ，な お 、本章の調 査で

は，紅興恒久住宅居住者 に限 らず ，震災時 に 中央地区，ユ ズ

パ シラル地区に 居住して いた 糞帯全般を対象 とする．
  修した小確や中贓 哈 住勲 は 所有者力肺がうて住ま

一

趙觚 創建治 ：1999年トル コ堆衄におしナる応一 ．
日本麭ma 肌

日本建築学会・土木学会・地盤エ響会 ：tses年トル ココジャエ リ地震

災贓

池日鞦   富日口率G ト丿レコ
・台湾に埓35iる持纖 けの住

宅再建・禰 鱈 の 縫演的支援策の比騰 am 　SES日一

概

福鬪邦洋他 ：トルコ ・デ←ルメンデレにおける災書復興へ の 取り組

み   年度日一

中棒一→尉；匪博・トルコ ・台湾における住鰤 震災繆瑟嘆遅躍尉ζ

関する飆 究 黼 80号 tpS“1氤  

一 ロKr ゴE 躑   ；ロ  琉 sロ  叫

一

吉村難 」目嬲 ：ト，レコ共稱 闘における一 度の基

飆 mmM5 　Pley 》臨 鄰

9｝　　一 ；災害多嬲 こおける防

　 　 災移讎 縫 觀闘碓嚼r 囃醐 膠転を噛bとして
一．隹蚓

1  　門哦 ；鬮 こtSt6住民と融 → me　rpgww ：

　　おける防災禦団移讎 醜 事惣 ＝ ）いて一．早稲田大学社会褶 馴究所

　 　 翻院シリ
ー
ズ釦 1螂

1ユ｝　R ・ケレシ ュ ．加納宏勝 ； トルコ の 獅 と欄 識」 アジア経済研究

　 　 所．1蜘

m 　 w 翩 　恥 止　 ： TurkerMtrm 　EartltqUEk＃ E臨 聨 y

　 　 贓 血 n　？tel
’
eCt．1co9

渦 　M 嚠 恥   血，「恥 68m （鞠 面 丁励 紬 D   5榔 5　Ibl嚀 A

　　 跏 嶼   r醜 飢  ？
”Mftignsim衄 EnanCine　 S6   血

　 　 RtStS：丗 即 d　thtenaticnal　ltrspetti鴨 ．岬 ・勤  

　 　 Selenae　Series　mo1
圃 　R   陥 旛   lC 齟 電 Gc螺 　D幽 5隗rV 凶  晦 跏 d

　 　 EnVirormntal　 D   麟   ： Greeltond　 I  br副 　副   ◎鵬

　 　 。繭   嘲 tal　deBtedatlao，　ond 　dtSaSlervuherability・2000
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　｛原稿受付 2004．S．2■）

・2e6一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


